














とは別に、討議のための適切な素材が得ることがきわめて困難で、あったといえよう20)。

また、経営大学院創設の段階では、法律大学院や医療大学院と同じように、独立した大学院

とする考えがロウェルを中心にあった。しかし初代デイーンのゲイは、エリオット総長と相談

し、慎重を期するために経営大学院を独立したものではなく、その実験期間の問、既存の部門

との密接な関係を保つために、 “the Faculty of Arts and Science"のもとでの“Graduate

Department"として出発することにした21)。

そして創設後5年が経って実験期間が終了した1913年、経営大学院は独立した教授会をも

つことによって“theFacu1ty of Arts and Science"から分離独立し、自律した大学院として歩み

始めることになったのである22)。

第4節 工ドウィン・ E・ゲイからウォレス・ B・ドナムヘ

初代デイーンのゲイのもと、動き始めた経営大学院は、最初の1908-1909には80名、翌年以

降、 91、94、96、120名と徐々にではあるが学生数が増加していき、 1916-1917には232名と

200名の大台に乗った。しかしながら、 1917年にアメリカがヨーロッパで始まった第1次世界

大戦に参戦したことによって、学生数は1917-1918に97名と激減してしまったO この世界大戦

によって、初代デイーンのゲイの時代は実質的に終了した。

というのは、ゲイは戦時体制の仕事に従事するために1917年からワシントンに滞在するこ

とになり、ハーバードを留守にした。第1次世界大戦が終了する頃には、学生の多くは戦争に

駆り出され、教員も散り散りになってしまい、スクールは「お蔵入りJ23)の状態になってし

まったのである。そしてゲイは、戦時の仕事が終わった1919年6月、ニューヨークの『イー

ヴニング・ポスト』紙の社長に就任するためにデイ}ン職を辞したのである。

ノ、ーバードの大学院時代にゲイから知的刺激と知的訓練を最も受けたと評したコープランド

は、彼のデイーン就任は、「伸るか反るか」の賭けで、あったとする24)。財政的な問題を別にす

れば、過去において経営に携わったことがまったくなく、その知識もほとんどないゲイは、事

業経営の教育を学ばなければならない教員を導く責任があっただけで、はなく、教育事業の経営

を自ら自身が習得しなければならず、また固有の講座、体系づけられた教材も充分ではなく、

さらに専用の設備もない状態で、の暗中模索の出発で、あったからである。

第2代ディーンとなったドナムは、ゲイ時代の1908年から1919年までの約10年間が、教育

20)ケース・メ、ノッドを中心とした初代テsィーンであるゲイの教育課程、つまり授業斉唱編成と教育方法については、

次を参照されたい。村本芳郎『ケース・メ、ノッド経営教育論』文員堂司 1985年.1・14頁.

21) M. T. Copeland， op.cit.， pp.13・15.独立していないということでは、経営大学院は、“GraduateSchool of 

Applied Science"と同じで、あった。

22)とはいえ、ロウェル総長は、経営大学院が独立した後も定期的に初受会に出席をし、大学院の活動に大きな関心

を示していた。これは、経営大学院の畠殿にあたっての彼の強い想いがあったためであろうか。 Ibid.，p.57. 

23) John C. Baker，“Perspective on Wallace Brett Donham，" Harvard Business School Alumni Bulletin， 

Nov./Dec. 1978. p.10. 

24) Ibid.， p.53. 
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の場を切り開いた「豊かな実験の年月」であったと位置づけている。これらの「実験」とは、

ビジネスという大量の現象を教員が整理して、未来の経営者に教えるべき価値ある内容をまと

めることに大きく前進したこと、そして教育方法に関する実験である。それは講義や教科書の

みならず、クラス討議のための補助的な教材として、かつスクールを巣立つて実務の世界で直

面する問題に対して責任を持って解決しようとする学生を援助することを意図した研究調査に

基づくものとして、現実の問題を活用するという教育方法で、あった。この「プロブレム・メソ

ッド」と呼ばれた教育方法が後にドナムによって「ケース・メソッド」として確立されるので

あるが、彼は、「これらの実験は、それ以降の大学院発展の本質をなす背景で、あった」と述べ

ているお)。

そのドナムが2代目デイーンに就任するのは1919年のことであるが、そのちょうど10年前

の1909年5月、 A- ローレンス・ロウェルは、エリオットの後を継ぎ、ハーバード大学の総

長に就任したのである。それは、経営大学院創設の 1年後のことで、あったO

経営大学院の創設にあたってロウェルと議論したF.W.タウシッグは、エリオット総長宛て

に書簡を送り、総長の後任人事に関連してロウェルを次のように評している。すなわち、「総

じて、わたくしが抱いている候補者はローレンス・ロウェルです。彼は10歳以上若いと思わ

れています。彼がニューイングランド生まれではないとしても、問題はないでしょう O しかし

彼は最高の社会的地位の素養を有しています。彼は経験を積み、成功した教員です。彼は学究

的な訓練を受け、学究的な関心を持っております。彼は卓越した学者、実務に長けた人物、大

学の献身的な住人です。彼は交友会の人々や世間に知られております。彼は知識と理想を持っ

ています。彼は強力な精神力と忍耐力を有しています。大学の方針に関わるすべての問題につ

いてわたくしと彼とは一致しておりませんし、彼とそれらのいくつかについて徹底的に議論し

ました。わたくしはつねに彼の判断に敬意を払っており、彼の勇気を称賛しています」と26)。

1856年、ロウェルは、 1639年からの由緒あるボストニアンの家系に生まれた。 1877年にハ

ーパ}ド大学を卒業し、 1880年に法律大学院を修了した彼はボストンに法律事務所を構えた

が、成功しなかった。その間法律から政治への関心に導かれ、主に比較政治の研究を行い、

1897年から1899年まで、をハ}バード大学の非常勤講師となり、彼は1900年に政治学の教授と

なった。そして、 53歳で総長に就任した。

1909年から1933年までの24年間の総長としてロウェルは、とくに学部レベルの教育の強化

に精力を注いだといわれている27)。彼は、講座選択の自由を制限し、また個人の学業を奨励

25) Wallace B. Donham， "The Graduate School 01 Business Administration，" reprinted from The Report of the 

President of Harvard Co/'俗'geand Reports of Department， 1941・1942，March 1943. p.1. 

26) J. L. Cruikshank， op.cit.， p.49. 

27) International Encyclopedia ofthe Social Science， ed. by David L. SiIIs， Vo1.9， New York， The Macmillan 

Company & The Free Press， 1968. p.480. 



するために個人指導制 Uutorialsystem) を導入することによって、学部のカリキュラムを改

定した。イギリスの大学をモデルとして、大規模化した学部の体制を、宿泊設備を有した「ハ

ウス・システム」をつくってより小さな社会的単位へと分割したG さらには、ハーバードを国

全体からの卒業生を集めて公共的な笠啓を持たせたスクールにし、大学を国家的制度とするよ

うな入学試験や資格要件へと変革したので、あるO

ロウェルは、歴ftの中でももっとも偉大なハーバード総長の」入とされており、彼のハーバ

ードへの貢献は学部レベルにとどまるものではないであろう O われわれの関心である経営大学

院についても、すでに述べたように、その創設にあたって、ロウェルは単なる 1教員という立

場を越え、さらには総長としてもその想いを実現するために相当な尽力をした。

「ビジネスが金懐けの手段にすぎないjという非難に対して、ロウェルは、そのような理解

は不幸なことであり、大学における経営大学院の性格と巨的の誤解であるとしている。彼は、

「その〔経営大学院の〕狸いは、人々をいかにして金持ちになるかを教えることではなく、能

率の原則に基づいて事業栓営体をいかにして運営するかを教えることであり、その目的は能率

経営に集中することであり、慎重に検討された名称が“Schoolof Business Administration"で、

あった。生産、輸送、交換を支配する原則があり、法律や医療のような大学院と同じように、

徒弟関係を通じた不確かなゆっくりとした過程でしか学び得ない原則を発見し教えるだけでは

なく、コミュニティに対する価値を堅持して運営を行う専門職の能力を養成することもできる、

ということが考えられたJと述べている2針。

総長時代の四半世紀の関、ヨウェ)1;'ま、経営大学院の基礎を固め、発展を支える原動力とな

ったといえる。しかし、総長のロウェルと初代デイーンのゲイとの関には乾擦があったといわ

れている2針。その主な理由は財務上の開題とされているが、わたくしには、それだけではな

いように患われる。

経営大学院が怠j設されるにあたってロウェルカ苛量いていたディーン像は、学究的な人間でiま

ないこと、実際界での業譲能力を有し、知的関心と大学を愛する心をもち、望むらくはハーバ

ード大学の卒業生であること、経営大学院の目的を掴まえる能力を有する実務家、で、あった30)。

しかし、ゲイはデトロイト生まれであり、 1890年にミシガン大学を卒業した後、 12年間余り

をヨーロッパで経済史を研究して1902年にハーバード大学の教員に就任した、実務の経験を

まったく持たない、文字通りの学究的な人間であったO このような経歴から考えると、ゲイは、

ロウェルか望ましいデイーンとして想定した人物でおったとは到底思われない。

Eウェル総長がデイーンとして求めた人物、それがW.B. ドナムであった。

28) A. Lawrence Lowell， What a University President Has Learned， New York， The Macmillan Company， 

1938. pp.39・41.

29) M. T. Copeland， op.cit.， pp.55・57.J. L. Cruikshank， op.cit.， p.86. 

30) J. L. Cruikshank， op.cit.， p.38. 
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第5館 ウォレス・ B・ドナムの登場

ハーバード大学のロウェル総長は、エドウイン.F .ゲイがデイーンの辞職を串し出た1919

年8月、「お蔵入りJ31)も同然だった経営大学院を改革する好機と捉えた。彼は、その改革を

実現する第2代デイーンとしてウォレス・ B'ドナムを選び、 10月7目、教授会に彼を紹介し

た。

ドナムは、 1877年、マサチューセッツ州ロックランドに兄と姉をもっ末っ子として生まれ

た。 1895年に後はハーバード大学に入学したが、経済的国窮のために 3年間で学業を修め、

志していた法律大学院への進学を断念しようとした。これを開いた当時政治学教授であったロ

ウェルは、「馬鹿なりと言い、進学に必要な2.000ドルを貸与した。学部で指導していた彼は、

ドナムを精力的で目的意識旺盛であると高く評価していたのである。

思いもかけないロウェルの好意を受けたドナムは、初志どおり法律大学院を修了し、 1901

年にボストンのオールド・コロニー信託会社に就職した。彼は法律部門に費己属されたが、早く

も1906年には副社長になって法律関係に携わることはほとんどなくなり、主にさまざまな金

業の再建に関わった。 1917年には、ドナムはベイ・ステート路面鉄道会社の法定管財人とな

り、一方における合理化の捉進と他方における労働者のストライキ保証の双方を満たしつつ、

再建に向けて1919年5月に管財人を辞めるまで尽力した。それは、後に経営学史上における

人間関係論を生む契機のーっとなる経験で、あったO

そしてその夏、ドナムはディーンの招轄をされたのである。ドナムは、法律大学院進学に捺

して受けたロウェルへの恩義に報いること、実務界で経験した労働関係の領域で専門家になる

こと、そして無限の可能性を秘めた経営大学院のゆるぎない構築に向けた挑戦に志かれたこと

を理由に、ディーンの招轄を快諾した32)。

1919年11月、ドナムは第 2代デイーンとして「この大学院を探求しにやって来たJ33)。

彼は、 1919年の就任から1942年に職を辞するまでの23年間という長きに渡って、デイーン

の職責を全うすることになる。級友で、あったジョン・ C・ベイカーは、ディーンとしてのドナ

ムを「近代栓営教育の鍔始者Jと呼び、 fウォレス・ドナムによって注入された最も価値ある

ものは、彼自身、すなわち教育に対する彼の献身、彼の経験、彼の想像力、彼の信念、そして

後の夢を実現する執念であったO 彼は、この大学院に十字軍の精神を持ち込んだのである」と

31) John C. Baker，“Perspectives on Wallace Brett Donham，" Harvard Business School Alumni Bulletin， 

November/December 1978. p.1 O. 

32) Jeffrey L. Cruikshank， A Delicate Experiment: The Harvard Business School 1908・1945，Harvard 

BusinessSchool Press， Boston， 1987. pp.94・95.

33)この言葉は、ドナムが'1942年iこテεイーンを退任する際に、オー工ン・ 5・ヤング (OwenD. Young)が述べた

とされている。 Cf.， RobertW. Lovett，“He Came to the Schoollnquiring，" Harvard Business Review， 1955. 

p.10. 



評した34)0

2代目デイーンとなったドナムは、第一次世界大戦が終った1919-1920に412名という鳶異

的な学生数の増加から出発した。彼は、最初の「デイーンズ・レポート」と呼ばれる年次報告

書において、経営大学院が直面している課題を明らかにしている3針。これらの課題をまとめ

ると、第一に経営大学践のあり方、第二にカリキュラムの見直しと教育方法の開発、第三に教

育施設の不充分さ、である。以下において、就任早々のドナム会守主えたそれぞれの課題に対し

て、彼がどのような考えを持っており、どのように解決しようとしたのか、を初期iこ著わした

論考を参考にしつつ明らかにしてみよう36)。

第6節経営大学諜と経営者の育或

ノ、ーバード大学の経営大学院は、学部卒業を入学条件にした 2年間の大学院で、あった。当時

のアメリカでは、 20を越える大学やカレッジがビジネスに関する部門や講塵を持っていたが、

2つの大学を除いて、学部4年間のうちか、あるいは最後の2年間でビジネスを学ぶので、あっ

た。 2つの大学とは、ハーバード大学とダートマス大学である。しかしダートマス大学は、学

部の最終学年と大学説の 1年でビジネス教育を行い、惨士号を与えるもので、あったO

したがって大学院の2年間でゼジネス教育を行うのは、ハーバード大学のみで、あったc なぜ

ノ、ーバード大学は、そのような教育課程を設けたのであろうか。

ドナムは、デイーンとしての最初の論考において、ビジネスに対する大学院教育の意義を論

じている37)。彼によれば、経営者は牧師、医者、あるいは法律家などの専門職業に取って代

わってきており、「ゼジネスが最高の状態となるか否かは、専門家の観点に立った更なる発展

にかかっているJoしかし「最近までは、大学からビジネスの世界へ進むための教育の有効的

な方法カミ何も準備されてこなかったjために、大学を卒業して実業界に入った人々が成功する

ことは極めて国難で、あったO

いろいろな専門職の中でもとくに実務の世界に身を童く人々は、自の前の定型的な業務に追

われて時間的余裕がなく、経営者を育成する特別な言1I線あるいは導入教育のための施設もない

状態である。実際の経営者も彼を取り巻く情況と責務から自々の仕事に専念せざるを得ず、彼

らを指導する機会を持つことがほとんどない状壌である。

それゆえドナムは、「まさに真の意味において、多くの人々にとってビジネスという職業に

34) J.C. Baker， op.cit.，p.10. 

35) Wallace B. Donham，“The Graduate School of Business Administration，" The Report of the President of 

Harvard Oollege and Reports of Department， 1919・1920，1921.

36) ドナムの著作およひ清演等のリストに関しては、次を参照されたい。吉田蔓治「ウォレス・ブ‘レットダナム

の著述一覧ー一一現代経営教膏の父の軌跡を追って-Jr千葉高大議艶勉強・第号宅 1997年12月.211・

235頁

37) W. B. Donham，寸heUnfolding 01 Collegiate Business Training，" The Harvard Graduate Magazine， March 

1921. 
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向けた迅速な教育は、優れた大学院で見出される制御された情況においてのみ可能である」と

主張した38)。これは、ハ}バードにすでにある神学、法律、医療、工学などの大学院では、

基本的事実、原理、専門職業としての規範を習得し、それらを実践するにあたっての準備を最

も短期間で、かつ有効な方法で実現することが可能となっている、という裏付けがあったから

であろう。

そこには、他の大学のような、リベラル・アーツを学ぶ学部4年間のうち 2年を犠牲にする

ことなく、また学生の未熟さのゆえに学部教育で課せられる諸制約と急激に増大した学生数に

よって教員に課せられる多大な負担の中でビジネス教育を行わないで、、学部を卒業した人々の

ために、少なくとも 1つの経営大学院においてビジネスを担う専門職の養成を専念できる教育

機会が提供されるべきである、という専門職業の大学院教育に対するハーバード大学の信条が

あった39)。この信条に支えられてハーバード大学では、創設時から学部教育の上にビジネス

を担う専門職業を位置づけ、大学院の2年間、徹底して職業教育を行っていたのである。

では、経営大学院でどのような能力を育成しようとしていたのか。

ノ、ーバードの経営大学院の名称は、 “Business Administration"で、あった。当時のアメリカ

における事業経営の研究は、テイラーの科学的管理法による工場管理が中心で、作業管理や職

長の監督職能という問題が展開されていた時期であり、経営者の育成を目指すドナムにとって

は明らかに不充分で、あった。

ドナムは、教育として行われるすべてのことは「実験的である」と考えるべきであり、関連

する諸問題への明快な答えを早急に求めるのではなく、教えるべき内容をつねに継続的に修正

し、その積極的な展開を図っていかなければならないとする。もちろん、「実験的である」こ

とを認めながらも彼は、「わたくしは、事業経営体が教育を受けた経営者を獲得するような、

最も短期間で最も信頼できる方法を適切な経営大学院の教育が提供するということがまもなく

認識されることを信じている。、 、 、彼の目的が決まりきった業務から経営者ないし執行者

という責任ある地位へと昇進することなので、われわれは、彼の昇進が適格であるために必要

とされる教育上の広がりを彼に提供することに、本大学院では時間をかける」と主張する40)。

特定の企業にとって固有に必要とされる細かい技術や日常的な仕事、あるいは特定の個別的

な問題の処理に関しては、経営大学院よりも当該企業で訓練を行った方か1望ましいし、有効的

である。それは企業に入ってからの数年間で、習得されるべき技術で、あり、技能である。しかし

経営者にとっては、これら定型的、反復的な業務よりも、部門間にまたがり、意思決定に対し

て裁量の発揮が要求される経営問題が一層の重要性を有している。ドナムによれば、経営者は

38) Ibid.， p.335. Cf.， W. B. Donham，寸heGraduate School of BusinessAdministration，" op.cit.， p.112. 

39) W. B. Donham，“The Unfolding of Collegiate Business Training，" op.c，札 p.337.

40) W. B. Donham，“Training the College Man for Business，" Commercia， Vol.IV No.4， December 1923. p.1. 



これらの問題に関して、確定された信報ではなく「不充分な前提jから正しい決定をなさなけ

ればならず、問題を構成している事実そのものが変化している情況において、各々の問題に対

して新たな事実を集めなければならない。

こうした新しい開題に対する正しい決定をなし得る能力の育成は、すでに大きくなりつつあ

り、専門分化が高度に進んでいる特定の企業では学び得ない。ここに経営大学院の存在意義が

ある400 すなわち、経営全体の姿を提示し、全体性、総合性のもとに立って分者能力を高め、

部分を超えた全体的な広がりを持った経営の基本問題を把握し、問題解決を行い得る能力の育

成を集中的に行い得るのが経営大学院の役割となり、これが養成すべき専門職業人の能力であ

る。経営大学院は、「学生に対して、実務家の自の前に現れるようなどジネス情況を分析し、

考え抜くことを教え込み、そしてビジネスの諸事実と理論の一般的基礎を与えることである」

もちろん、経営問題のもつ複雑性、総合性を理解させることは、学生たちに、いかに自分が

無知であるかを梧らせ、現実界への謙虚さを自覚させることになる。このことは実務の世界に

身を置く若者の出発として非常に重要なことであり、ドナムは「彼らを謙虚にさせる過程が、

経営教育の偉大な貢献の一つであるjと言う。謙麗さが後らの知的好奇心を刺激し、館り出し

ていく G 彼は、「経営大学院のもっとも重要な機能は、想復力の真の活用と真の思考力の基礎

を形作るために、ビジネスの諸事実の知識に関して幅広い背景をもち、このような人々をビジ

ネスの諸事実について思考させ、想像力を活用させるように訓練することである」と考えてい

たお)。謙虚さと知的好奇心こそが、実業界における明日の経営者を育成するにあたって、最

も倍値あるものとしたのである。

第7節 カリキュラムの改定と教育方法の工夫

1 )産業部から機能別科目編成へ

経営大学院のあり方を明確にした上でドナムは、教育課程の改革を進めていった。彼はカリ

キュラムの全面的見直しを行った。その重要な変更は、第一に、すべての学生のために全般的

なビジネスの広範囲にわたった基盤の教育を確実に行い、第二に、学生が予定している専門的

職業に導くような講産について彼らの賢明な選択を保証にすることで、あった44)。

経営大学院に入学したすべての学生は、まずビジネスにおける主要領域に関する入門講産を

41) Ibid.， p.2. 

42) W. B. Donham，マheUnfolding of Collegiate Business Training，" op.cit.， pp.338-339. 

43) W. B. Donham，“匂iυJn而1討iv凋er凶S剖ityTraining for Business in the li匂i詰gh柿tof Harvar叫dEx均pe官ri氾en∞ce，"(Speech at 

Stanford) Stanford Conference on Business Education， 1926. p.57. 

44) W. B. Donham，“The Graduate School of Business Administration，"op.cit.， p.117. Cf.， W. B. Donham and 

Esty Foster，“XXXIII. The Graduate School of Business Administration 1908・1929，"The Development of 

Harvard University: Since the Inauguration of President Eliot 1869・1929，ed. by Samuel E. Morison， 

pp.541・542.
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履修することが求められる。すなわち、「財務j、「産業経営J、fマーケティングjであり、そ

して主要な道具としての「会計」、「統計jである。ゲイの詩代から開設されている「ピジネ

ス・ポリシーjは、ビジネスの各分野を総合イとする狙いのもとに、全般的な調整問題を扱う講

座であることは変わらなかったが、 1920-1921から 2年次唯一の必修科目となった4針。

次に、 2年次のすべての講座は、学生の進路に応じて履修できるように開設されるカミ彼は、

ビジネスが行われる領域を、鉄鋼や製紙などのように専同化された事業基盤、つまり産業ごと

に分けるのではなく、マーケティング、工場管理、雇用管理のような機能によって分けたので、

ある460 この科目編成の考え方にドナムの特徴が見られる。

これは、経営大学院の名称である "BusinessAdministration"について、その強調を

“Business"に置くのか、それとも“Administration"に置くのか、の問題である。“Business"

(事業〉に強調を置いた場合、吾的の違いに応じた事業内容、つまり産業論が中心となり産業

ごとの科吾構成になる。それに対して、 “Administration" (経営〉は、事業目的の違いに関

係なしあらゆる産業、事業に適用可詑な経営問題が中心となり、経営を機能ごとに分けた軒

目講成が考えられることになる。

ドナムがデイーンに就任した1919-1920のハーバード大学の便覧によると、「倍々の学生に、

修了後に進む持定の事業に相応しい専同化された専門職の諦練を提供することjとなっている。

これは、事業目的ごとに履修耳能とするように科目構成を行い、“Business"に強調を量くこ

とを意味している。この考え方による務自構成は、ゲイの矧tから受け継がれてきたものであ

り、また産業界からの助成などによって強化されつつあった判。

学生が大学院修了後に仕事に従事する場は特定の産業であり、特定の産業に関する教育は職

業教育の導入としては意義がある。しかしドナムは、特定の産業に限定した教育は視野の狭さ

をもたらし、専門職業の教育とはならないとして産業ごとの専門化の額向に戻対し、「専門化

された訓諌」をやめることを考えたo I視野の広さは、、、経営大学院が依って立たなければ

ならない基盤jであり、「わたくしの判断では、大学院の最良の教育は、用いられる問題が広

範囲にわたってさまざまな源泉からもたらされなければならないJとしたので忘る制。

45) Melvin T. Copeland， And Mark an Era: The Story of the Harvard Business School， Boston， Little， Brown & 
Company， 1958. p.152.坂井正麗博士は、 fビジネス・ポリシィJをハーバード大学経営大学院の重要な学専ヰ

自のーっとして笠置づけ、その産史をケース・メソッドの観点から追っておられるo 寝井正麗{経営学教育の理

論と実接:ケース・メソッドを中心として』文麗堂， 1996年.28・51賓.なお、日本におけるケース・メソッド

の研究およびその実践については、桜井信行博士が、初めてその基礎を築かれ、それを受け継いだ坂井正

重博士が更なる啓蒙と発震を立され、青山学院大学を中該として震障されてきている。桜井信行 f経営教

膏におけるケース・メソッドの本質と問題点Jr意勾経漬論集』第12巻・第号， 1960年12月.

46) Jeffrey L. Cruikshank， A Delicate Experiment: The Harvard Business School1908・1945，op.cit.， pp.135・

136. 

47)たとえば、経営大学震の教員には印刷業や保険業界の権威者がおり、また教援会は、 1919年11月に、講塵に

補助金を提供しようとしたアメリカパルプ製紙協会との共需研究を決めたのである。

48) W. B. Donham，“Research in the Harvard Business School，" (Speech at Stanford) Stanford Conference 
on Business Education， 1926. p.11 O. 



これは教育の主眼を、事業“Business"カミら経営“Administration"へ移すものである。ドナ

ムは専門経営者の養成をE指すべく、経営者が行う活動を機能的に分けて科目を構成し、「ど

ジネス教育」から、文字通乃「経営教育」を行うカリキュラムを編成しようとしたと理解され

る。

実際に開設された講座は、「会計」、「銀行と財務J、「経営統計j、「外国貿易J、「産業経営J、

「製材業J、「マーケテイングj、「輪送業」などであり、そしてそれらを主要な研究集団に結び

付けることによって主題に対する詳細な知識を習得可能とさせようとした判。各々の研究集

団には、「経営史j、「経営法学J、「経営健理J、「経営経済学jのような学問領域を模断する講

座を選択する機会が与えられていた。これらの講座を見ると、必、ずしも経営の機能的理解に立

った科吾構成だけではなく、その意味で「専門化された調練jの問題について、「ドナムは、

部分的な勝利を得たJ50)に過ぎない。その途についたばかりで、あったといえよう51)。

2) ケース・メソッドによる経営教育の徹底

経営教育の徹底は、教青内容と教育方法に示される。教育内容はカリキュラムの編成に現わ

れるが、今述べたようにドナムにとってその改定は必ずしも充分なもので、はなかったといえよ

うc それゆえ、もう一方における教育方法に工夫が図られなければならない。実務の世界では

国難な教育調練を経営大学院において可龍とする以上、それを裏付ける「ビジネス教育の方法

と確保されるべき充分な教材の開発に対する責笹が考えられているJ52)ことになる。ドナム

は教育方法の強化を図るために、ケース・メソッド (casemethod) の全面的導入を行おうと

した53)G

経営大学院の創設以来、経営者が実際に直面した経営問題や意思決定の問題がクラス討議に

利用され、「ビジネス・ポリシー」、「企業財務j、さらにコープランドによる「経営統計jでは、

49)また、勉の講産として f公益事業経堂jおよび[不動産経営jは充分なケースの素材が纂められ次第、需設され

ることになり、「公益事業経営論j担当としてフィリップ・キャポットガ噂主任したのは、 1925年のことで‘あった。

50) Je桁eyL. Cruikshank， A Delicate Experiment: The Harvard Business School1908・1945，op.cit.， p.136. 

51) ドナムの経営を機能的Lこ理解しようとする立場は、フランスのH.ファヨーんと一致するものである。後が『産業

並びに一般の筈哩』が互汗せしたのは1916年のことであり、その書物が英語版に訳され、ファヨールの経堂理論が

普及し強めたのは第二次世界大戦後のことで、あった。ドナムがファヨールの書物をいち早く読む機会があったか

は揺らないが、確冨たる経営理論がf.J:かった当時としては、経堂教膏は盟難があったと思われる。そのことが自

ら経堂理論併毒築に向けた努力が始まるのであるが、このことは問。芳絵において論じることにしよう。

52) W. B. Donham，“τhe Graduate School of Business Administration，" The Report of the President of 

Harvard College and Reports of Departmen乙1919-1920，1921.p.114. 

53) ドナムが事主任した嘆は、「ケース・メソッドjという言葉は鎮われておらず、「ケース・システムjで‘あった。ゲ

イは fプロブレム・メソッ刊であり、ドナムが「ケース・メソッド」という言葉を正式に使用し始めたのは、

1924・1925の「テεイーンズ・レポーりからである。 W.B. Donham，吋heGraduate School of Business 

Administration，" The Report of the President of Harvard College and Reports of Department， 1924・1925，

1926. p.3.ドナムが「プロブレムjではなく「ケースjという言葉にこだわったが、そα里由は、 fプ司プレムjが、

特定の靖況を包んでいなければならない現実性と細部の実体を意味しておらず、ケースはつねに一つないしはそ

れ以上の問題を含んでいるからである。 W.B. Donham，“Business T eaching by the Case System ，" American 

EconomicReview， Vol. XII， No. 1， March 1922. p.57. 
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ケースを活用していた。しかしケース活用において、ドナムは、「今年まで、特定のビジネス

全体の分野に適用できる方法と原則を実際に生み出すように、経営者の問題から発展するため

の理路整然とした体系的な努力がなされてこなかったJと反省をした刻。

経営大学院の学生たちは、物的な施設に対する苦情だけではなく、学びたいものが必ずしも

カリキュラムに生かされておらず、また大部分の教員の指導能力が不充分であることに大いに

不講を抱いていた。ドナムはこれらの不満がもっともであると受け生め、カリキュラムと教員

が実銭的な情報、現実の世界に弱いということを嘉感した。身を持って法律大学院でケースを

学んだドナムは、ケースを用いることによって学生が学習過程に積極的に関与し、詩議方法が

未熟な教員を効果的に生かし、学生の不満解決になり得ると考えた55)。それゆえ彼は、「実

験jとしながらも、ケース・メソッドの本格的な導入を試みようとしたのである56)。

まず必要なのは、用いられるケースである。しかし実際には、法律分野のようにケースの素

材が図書館に何もないこと、教育のための経営問題は経営者の立場に立って記述されているこ

とが望ましいが、それらに関する論文等はその要求に応えていないこと、そしてケースを収集

するにあたっての資金不足、という問題があった57)。

これらの制約を受けながらもドナムは、ゲイの矧tから討議方法を用いた授業をか豆、教育

のやり方に比較的柔軟であり、「マーケティング」講座担当のメルヴイン .T.コープランド

に目をつけた。ドナムは就任直後iこコープランドを呼ぴ¥マーケティングの書物を書こうとし

ていたのを止めさせ、代わりにマーケティング教育の基礎として利用される「プロブレム・ブ

ックjを半年で出版するように要求した。強い要議を受けたコープランドは、マーケティング

に関する重要な項目の議論を誘発するようなf問題」を得ることを念頭にケースブックを書き

上げ、約束どおり 1920年の夏に公刊した。それは、経営学の分野における最初のケースブッ

クで、あった58)。

マーケティング講座でケースブックが利用されはじめて 3ヶ月後、ドナムは、ケース収集の

ために1911年に創設された経営調査研究所 (theB ureau of B usiness Researc討を積極的に活

54) W. B. Donham，‘寸heGraduate School of Business Administration，" The Report of the President of 

Harvard Col/ege and Reports of Departmen乙1919・1920，1921.p.119. 

55) Jeffrey L. Cruikshank， A Delicate Experiment: The Harvard Business School 1908・1945，Harvard 

BusinessSchool Press， Boston， 1987. p.134.ケース・メソッドによるアプEーチは、 fわれわれは学生が後で

重富しなければならない現実の梨花彼に示すという理由で、彼に最初に興味を抱かせることによって経嘗教育

に取り掛かることを意味するJのである。 W.B. Donham， "Research in the Harvard Business School，" 

。p.cι，p.114.

56)詳しくは、次を参蕪されたい。 W.B. Donham，“Business Teaching by the Case System，" American 

Economic Review， Vol.XII No.1， March 1922.ドナムはこの論考において、経営と法律とのケース・システム

との棺遣を示し、経堂を教育するにあたってのケース・システムの使用とその効果を論じ、教膏方法としてのケ

ース・メソッドの意義を強調している。また、村本芳郎博士は、 2代田テミイーン・ドナムの時代を fケース・メ

ソッドの充実調jとして論じておられる。幸掠芳蕗 fケース・メソッ曜堂教育難文陸司 1982年.14・47頁.

57) W. B. Donham and E. Fosty，“XXXIII. The Graduate School of Business Administration 1908・1929，"

op.cit.， pp.542・543.

58) Marketing Problems， A. W. Shaw Company. Melvinτ. Copeland， And Mark an Era: The Story of the 

HarvardBus的essSchool， Boston， Little， Brown & Company， 1958. pp.75-76. 



用するとともに、他の教員に対しても講座の内容と教育方法について広い論議を行うよう働き

かけ、その結果、引き続き 5冊のケースブックが発行された59)。かくして1923年60)までに、

経営大学院で開議されている講座の約3分の 2がケース・システムによって教えられるように

なった。

もちろんケース・ブックができできたけれども、給営のケースをクラスで活用するにあたっ

て、法律での使用とは明確に異なる点があった。

法律のケース・ブックは、先例と「法的な思考方法」に焦点を置いている。このことがケー

スに示されている事実よりも、法廷の事実認定に強調を置くことになる。これに対してビジネ

ス・ケースは、先例は役に立たず、「持ち込まれるビジネスのあらゆる事実が、学生にとって

有用なものとなり、彼に経営者としての判断をするにあたってより広範な基盤を与える」とす

る。また経営のケースには、法廷の理路整然とした見解に匹敵するような、どのような決定の

記述も、決定がなされる推理の過程も含まれていない。そして多くのケースには 1つ以上の解

決策が考えられるのである。

このように、結営のケースには法廷の見解のような権威ある論議や結論がないということが、

教員に対して、さまざまな学生を承服させるような論拠を示すことによって個々のケースのク

ラス討議を終了させる責務を課することになったO

では、学生にとってはどうか。クラスで討議される前に、自分自身で思考するという学生へ

の刺激があり、ドナムは、「ケース・システムを伴う実験は、学生の勉学に強烈な興味を発展

させ、経営問題を考え抜くにあたってはるかに大きな個人的イニシアチヴをもたらしたJとし

ている61)。それゆえ、「経営教育におけるケース・システムの優れていることは、学生に数多

くの推奨される公式を身につけさせ、それらをできるだけ適用させることよりも、むしろ彼自

身の判断に基づき、自分の頭で考えることを狙いとするところにあるJ62)。そのことによっ

て、学生は自らの無知を自覚し、現実の世界に対して謙虚さを身につけるとともに、知的好奇

59) Schaub and Isaacs， The Law in Business Problems， Lincoln， Problems in Business Finance， Dewing， 

Problems on 円'nancePolicy of Corporations， Tosdal， Problems on Sales Management， David， Store 

Management. W. B. Donham，“The Graduate School of Business Administration，" The Report of the 

President of Harvard College and Reports of Department， 1920・1921.p.17.クルイックスシャンクによる

と、ドナムは、教育方法の問題について決して教授会の正式な議題とせずに、「徹底した覚書き」で非公式な議論

の中で自らの考えを徹底させていったとされる。 Jeffreyl. Cruikshank， A Delicate Experiment: The Harvard 

Business Schoo/1908・1945，op.cit.， p.137.しかし「徹底した覚書きjは、教育方法にとどまらず、大学院の

目標、講座内容にまで及んだ広範囲にわたるものであった。 Melvin下 Copeland，And Mark an Era: The Story 

ofthe HarvardBusiness School， op.cit.， pp.76・82.

60) W. B. Donham，“The Graduate School of Business Administration，" The Report of the President of 

Harvard College and Repoバ'sof Department， 1922・1923.p.12.コープランドは、 1924年とし、村本芳郎博

士もそれを引用されているが、これは誤りである。 MelvinT. Copeland， And Mark an Era: The Story of the 

Harvard Business School， op.cit.， p.259.村本芳郎『ケース・メソッド経営教育論J曙 15頁

61) W. B. Donham，“Business Teaching by the Case System，" op.cit.， p.64. 

62) W. B. Donham，“Training the College Man for Business，" op.cit.， p.10. Cf.， W. B. Donham and E. Fosty， 

“XXXIII The Graduate School of Business Administration 1908・1929，"op.cit.， p.544. 
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心を刺激することになる。ビジネス・スクールの重要な機能は、ケース・メソッドによって果

たされると理解されよう O

先に述べた「専門化された訓練」を捨てることは、学生に全体性、総合性のもとに分析能力

を高めさせ、部分を超えた全体的な広がりを持った経営の基本問題を把握し、問題解決を行い

得る能力の養成を目指すものである。その際にさまざまな産業から収集されたケースのすべて

は、現実の世界が有する雰囲気と詳細さを持っているO それは、直接の観察者によって細心の

注意で記録され、学生のために経営の現実を再創造し、「経営者としての判断」を強化できる

事実である。

事実を見る眼、つねに新しい事実を求めること、そうしてこそ問題を正しく捉えることがで

き、正しい意思決定への可能性をもたらす、とドナムは考えていた。彼は事実を強調し、それ

ゆえ、現実の世界がクラスルームに持ち込まれるべきであり、具体的情況における現実に即し

た意思決定を求めていた。ドナムがケース・メソッドに注目した理由は、ここにあると筆者は

考える。

第8節 ジョン・ F・べイカーの支援による経営大学院の建設

終戦とともに、経営大学院に入学する学生が急増し、 1919年の入学生は412名、翌年には

457名と400名を超えていった。当然のことながら、教室や寄宿舎など教育施設の不足が切実

な問題となってきた。教室や事務室はハーバードの既存の建物に依存し、ーヶ所で、は不充分で、

分散せざるを得ず、一時的にせよ「フオツグ美術館」まで借りる始末で、あった。また約100の

異なった大学から集まってきた学生が共有できる学生の宿舎にしても、そうした場を提供する

ことが社会的な知的集団を形成するに有用で、あったが、それも困難で、あった。

ドナムはデイーンに就いた 3ヶ月後の1920年 1月に、ロウェル総長の了解のもとに、教授

会に校舎建設委員会を発足させた。最初の「ディーンズ・レポート」には、寮の問題、施設を

他の大学院と共有せざるを得ない窮状を訴え、 1920-1921には、「物的施設は絶望的に足りな

い」と嘆き、翌年には寮の問題と教室、さらに1922ー1923には事務室、図書館、教室、寮とい

った教育事業に必要なあらゆる施設に関して充分な空間をと、年々その要望を強くしていったO

このことが、経営大学院の歴史上、きわめて魅力的な出来事となる500万ドルの建設資金募

金キャンベーンとなっていった。ドナムの強い要望と計画に関心を持ったのは、ロウェル総長

の従兄弟であり、法人のメンバーでもあったウィリアム・ローレンス司教で、あった。彼はキャ

ンペーンを積極的に展開する指導者となってドナムと協力し、 1924年3月20日、エリオット

前総長の90歳の誕生日を期してキャンベーンが公式に開始されたのである63)。

63)それに先立つ1924年1月11日に、ドナムは、ボストンのハーバード・クラブ‘で行った諦演の中で、「われわれは

第一級のビジネス・ライブラリー、本国のどこにもないような充分な広さの中での施設を建設するために、必要

な資金を得ょうとしています」と述べている。 w.B. Donham，“A Graduate's Impressions of Harvard，" 

Harvard Alumni Bulletin， 1924. p.555. 



そこに劇的な存在を示したのが、「アメリカ実業界のデイーンjといわれ、ファースト・ナ

ショナル銀行の第2ft頭取となり、当時取結役会長でアメリカの l、2を争う大富豪で、あった

ジョージ・ F'ベイカー (GeorgeFisher Baker Mar. 27， 1840-May 2， 1931)である。彼は、

親しい関係にあったローレンス司教から100万ドルの寄付の依頼があったが、最初、それに対

して何も反応を示さなかった。しかし、その後にローレンスと再び会った時、ベイカーは次の

ように言った64)。

司教、あなたがわたくしにハーバード経営大学院について話をされてから、いろいろ

と考え、わたくしはすべての書類を注意深く拝読いたしました。しばらくは、あなたか

ら示されたご提案に興味を持ちましたが、再び烹お意を重ねて、わたくしは100万ドルの献

金に輿味を失いました。それゆえ、そのようなことはしないでしょうし、 100万ドルの半

分を献金することにも関心を持ちません。

〔ノ、ドソンJIIに請を架ける、という昔からの夢の話をしたことに結びつけて〕われわれ

は今や橋を手に入れることができるかもしれません。あなたはわたくしに話をしてくだ

さり、わたくしは考えてきました。そしてわたくしは、経営大学院がわたくしの資金提

供のより良い椙手であると決めました。わたくしは化学や芸術に釘も興味はありません。

しかし500万ドルを提供することによってわたくしが大学院全体の建設をする名誉を得る

ことができるならば、わたくしはそれを行いたいと思います。、、、わたくしの人生は

ビジネスに向けられてきていました。わたくしは、最初の経営大学院がより良い規範iこ

基づいた新しいビジネス活動の始まりを与えることを見直したいのです。本当の意味で

の誇りではないかもしれませんが、わたくしの子孫がハーバード大学院を指差して、わ

たくしがそれを行ったと知ってくれれば幸いなのです。

しかし、わたくしはそれを一入で行いたいのです、、、 o

ハーバード大学はベイカーの申し出を全面的に受け入れ、経営大学院の正式名称は、

“Graduate School of Business Administration， George F. Baker Foundation"となり65)、ベイカ

ー・ライブラリー (B誌 erLibrary) と呼ばれる密書館が中央に位置した経営大学践の建物が

建設され、 3年後の1927年6月4日、 4.000入を集めて献上式が盛大に挙行された6針。

64) JeffreyしCruikshank，A Delicate Experiment: The Harvard Business School1908・1945，op.cit.， p.110.括

彊内は、引用者による。 Cf.，W. B. Donham and E. Fosty，“XXXIII The Graduate School 01 Business 

Administration 1908・1929，"op. cit.， pp.545・547.

65) Jeffrey L. Cruikshank， A Delicate Experiment: The Harvard Business School1908・1945，op.cit.， p.110. 

66)ジョン・ F・ベイカ一方濯堂大学院のために提供した資金は600万ドルであり、それは穣が社会に献金した総額1，

940万ドルの幸担分の1であった。ベイカーの経堂大学院への想いは梧当者ものであったと理解される。 N.S. B. 

Gras， "Baker， George Fisher，" Dictionaryof American Biography， Vol.XI， Supplement One， ed. by Harris 

E. Starr， New York， Charles Scribner's Sons， 1944. p.45. 
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こうして経営大学院はボストンからチャールズ河を渡ってケンブリッジに移り、文字通り独

立し、自律した大学院として歩み始めたのである。

チャールズ河畔にたたずむ経営大学院の建物全体は「アラデインの創造物のようである」と

評された67)。その美しさは誰をも魅了するものであり、筆者もその美しさの虜になった一人

である。しかし1999年6月に、経営大学院の象徴といえるべイカー・ライブラリーの改築が

着手されることになった。時代の要請とはいえ、一抹の寂しさを感じるものである。

第8節 お わりに

これまで、 1920年代半ばから形成される科学者集団 (scientificcommunity) の解明に向け

て、その主な舞台となる経営大学院の情況を描くために、その舞台を創りあげた中心人物の一

人であるウォレス .B.ドナムに焦点を当てながら、経営大学院の若干の歴史をみてきた。

ハーバード大学経営大学院は、 2代目デイーンのドナムによって発展の基礎が築かれていく O

無限の可能性を秘めた経営大学院のゆるぎない構築に向けた挑戦した彼は、単なる食欲な好奇

心だけではなく、不捺不屈の精神の持ち主で、あったとともに、教育者であり、人材の育成に卓

越した才能を有していたといえる。

ドナムは、教員組織を充実させるために、単なる教員の補充人事としてではなく、人間とし

て雇うことに主眼を置いた。すなわち、彼がある人物を雇うとき、彼をどこに、どのようにし

て活用するかの考えを明確に持たないことが多かったし、 2--3年後には、彼は最初に行って

いた仕事とまったく異なった仕事をやっていることも多かった。

ある人は、「今、デイーンから、以前にはわたくしが考えてもいなかった仕事に取り組むよ

うに言われた。明らかに彼は、先月に言った仕事がまだ終わらないことを忘れている」と述べ

た。それは、人々を独力で知的にやり遂げさせる、デイーン・ドナム独特の人材育成方法の一

つで、あった。 M.T.コープランドは、その典型的であると思われる。教員組織のすべてのスタ

ッフが、そのような採用のされ方、活用の仕方をされたわけではない。「しかし、このやり方

によってのみ、ディーンは、過去および現在の教員組織の名簿に現れているような非凡で、多

彩な才能を発展させることができたのであるJ68) と、経営大学院のスタッフたちは、ドナム

のらつ腕振りを高く評価した。

ドナムは、経営学史上に登場してくるエルトン・メイヨーやチェスター・ 1.バーナードと

巡り合い、仲間として巻き込み、すで、にハーバードで活躍していたローレンス・ J・ヘンダー

ソンや他の人々とともに、経営大学院を発展させていくのである。

67)この言葉は、初代ディーンのゲイカ瀧上式で‘行った諦演で使われたもので、あり、「沼地から一夜のうちに現れた

壮麗な建物、ありとあらゆる便宜を有した施設であるJと述べている。 EdwinF. Gay，“The Founding of the 

Harvard Business School，" Harvard Business $chool Alumni Bul，俗tin，VoI.IX， 1928. p.15. 

68) Members of The Faculty，“He came to the School Inquiring，" Harvard Business $chool Alumni Bulletin， 

VoI.XVIII， NO.3， Summer， 1942. p.219. 



アルフレッド 'N'ホワイトヘッドの言葉を借りれば、「デイーン・ドナムは、聡明さと知

識を兼ね錆えた偉大な教育者であり、そして彼は、アメリカ人の生活の営みにおいて非常に厳

しい時代に大学院を経営したのである」制。そしてまた、ロウェルの後を継いだコナント総

長辻、 1939年、ドナムに法学名誉博士号を授号した際に、次のように述べている70)0r実業界

の人間が教育者に転身した。彼の独創性と大胆さが、大学はいかにして実業家を教育すべきか、

をわれわれに示したのである」。

(1998年12月21B受理〉

69) Alfred North Whitehead，寸heProfessionalization of Business，" Harvard Business School Alumni Bulletin， 

VoI.XVIII， NO.3， Summer， 1942. p.235. 

70) Robert W. Lovett，“He came to the Schoollnquiring，" Harvard Business School Alumni Bulletin， VoI.XXX， 

No.4， Winter， 1955. p.6. 
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